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広がるサイバー空間
通信速度やコンピューターの処理能力の飛躍的な向上により、
クラウドやフィンテック、スマート家電など技術革新が多様な産業で起こり続けています。
これらがネットワークでつながり、新しいサービスが今後も次々と生まれることで、
世界で流通するデジタルデータ量は増加していくと予想されています。

・サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）を「為替ヘッジあり」、サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし）を「為替ヘッジなし」ということがあります。 また、これらを総称して「当ファンド」、各々を「各ファンド」ということがあります。
・上記は、技術革新によってもたらされるサービス等の一例であり、すべてを網羅するものではありません。
・写真、画像はイメージです。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
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広がるサイバー空間

・1エクサバイト＝約10億ギガバイト
（出所）総務省「質の高いインフラを実現する日本のICT」を基に三菱UFJ国際投信作成
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急増する世界のデジタルデータ量

「コネクテッドカー」
2025年までに走行中の車の60％がインターネットに
接続される見通しです。自動運転や通信による危険察知、
盗難車両追跡、自宅の家電操作まで車でできる日も近いと
考えられます。

例えば、こんな未来が待っている！

（出所）IEEE（米国電気電子学会）の発表を基に三菱UFJ国際投信作成

「人×機械×IT＊」
工作機械にIoT（モノのインターネット化）を導入して
ネットワークに接続し、現場作業員がスマートフォンで
生産を管理できる仕組みを構築。さらに、加工データや
稼動実績を分析し、次の加工に反映させることで、品質の
安定化・ばらつきの低減を図るプロセスを導入。
＊IT（Information Technology）とは、情報技術のことです。

製造業で広がるスマート工場！

（出所）経済産業省「ものづくりスマート化ロードマップ調査」を基に三菱UFJ国際投信作成

フィンテックとは…？
金融（ファイナンス）と技術（テクノロジー）を融合した金融サービスのことをいいます。

クラウド（クラウド・コンピューティング）とは…？
インターネットを介して、サーバーやソフトウェア、データベース等を提供または利用する技術およびそのしくみの
ことをいいます。また、このような技術などを利用したサービスをクラウドサービスといいます。

・サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）を「為替ヘッジあり」、サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし）を「為替ヘッジなし」ということがあります。 また、これらを総称して「当ファンド」、各々を「各ファンド」ということがあります。
・上記は、技術革新によってもたらされるサービス等の一例であり、すべてを網羅するものではありません。
・写真、画像はイメージです。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

サイバー�【cyber:インターネット上の】
セキュリティ�【security:安全、防御】



増加するサイバー攻撃の  被害
技術革新によって、様々なモノやサービスが外部とつながったことにより、
インターネットを通じたサイバー攻撃のリスクも高まっています。
また、新たな手法のサイバー攻撃が次々と生み出されています。
だからこそ、サイバーセキュリティが必要になるのです。

主なサイバー攻撃

パスワードクラック
他人のパスワードを不正に暴くことをいいます。

DDoS攻撃
標的となるコンピューターに対して複数のマシン
から大量の処理負荷を与えることでサービスを
機能停止状態へ追い込む攻撃手法をいいます。

フィッシング
金融機関などを装った電子メールを送り、住所、
氏名、銀行口座番号、クレジットカード番号などの
個人情報を詐取する行為をいいます。

ビジネスメール詐欺
海外の取引先や自社の経営者層等になりすまして、
偽の電子メールを送って入金を促す詐欺をいい
ます。

標的型攻撃
機密情報を盗み取ることなどを目的として、
ウイルス付きメールなどを使用し特定の個人や
組織を狙った攻撃手法をいいます。

ランサムウェア
感染したコンピューター等に特定の制限をかけ、
その制限の解除と引き換えに金銭を要求する
ウイルスをいいます。

・上記は、サイバー攻撃の一例であり、すべてを網羅するものではありません。・写真、画像はイメージです。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。



増加するサイバー攻撃の  被害

（出所）statistaのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
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話題になったサイバー攻撃！

＜2018年9月＞
インターネット交流サイト
がサイバー攻撃され、約
3,000万人のユーザーの
情報が流出。

＜2018年1月＞
仮 想 通 貨 を 取 り 扱 う
業者が不正アクセスされ、
約580億円分の仮想通貨が
流出。こうした業者の被害
としては過去最大。

（出所）Bloomberg、各種資料を基に三菱UFJ国際投信作成

＜2018年2月＞
米大統領に経済政策を助言する経済諮問委員会（CEA）は、
サイバー攻撃による経済的損失が2016年に570億～
1,090億米ドル（約6兆～12兆円）＊に上ったとの推計を
明らかにしました。

米国では年間最大12兆円の損失！

（出所）Bloomberg、CEAの資料を基に三菱UFJ国際投信作成
＊2019年６月末の為替レート1米ドル＝107.85円で換算



成長が続くサイバーセキュ リティ企業

あらゆるモノがインターネットに接続されるIoT。
機器だけでなくその周辺のシステムなども守る必要があり、 
セキュリティ範囲は多岐にわたります。
IoTデバイス数の増加は、サイバーセキュリティ市場の拡大に
つながるとみられます。
・  IoTデバイスとは、固有のIPアドレスを持ち、インターネットに接続が可能な機器を

さします。

ITを活用した利便性の高い社会において、
ネットワークセキュリティに対する重要性が高まっていることを背景に、
今後も、サイバーセキュリティ市場は拡大していくと見込まれています。

・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
・画像はイメージです。

IoT（モノのインターネット化）

世界のIoTデバイス数の推移

世界のサイバーセキュリティ市場規模予測

・上記は2018年9月末時点のデータです。 （出所）statistaのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
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・上記は2018年7月時点のデータです。
（出所）総務省「平成30年版 情報通信白書」を基に三菱UFJ国際投信作成
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・上記企業はそれぞれのサービスに該当する企業の一例をご紹介したものです。そのため、 個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。

・トレンドマイクロ　 ・フォーティネット
・シスコシステムズ など

IoTに関する
サイバーセキュリティ企業例



成長が続くサイバーセキュ リティ企業

サーバー管理における手間の削減やセキュリティの向上などを
目的に、クラウドサービスは情報資産を管理する手段として
急速に普及しています。
クラウドサービスを提供する企業は、多くの顧客企業のデータを
守るため高度なセキュリティ技術を有し、その技術を活用している
ため、サイバーセキュリティ関連企業に該当すると考えています。

クラウドサービス

世界のクラウド通信量の推移

今後、サイバーセキュリティの分野において、単にセキュリティ
ソフトを提供するだけでなく、顧客のネットワーク環境やコスト、
人員等を考慮したセキュリティソリューションの提供ニーズが
高まると考えられます。サイバーセキュリティコンサルティング
関連企業は、そうしたニーズに対して、セキュリティサービスの
立案から導入、サイバー攻撃を受けた際の訓練を行うなど、
総合的なサービスを提供します。

サイバーセキュリティコンサルティング

・上記は2018年2月末時点のデータです。
（出所）statistaのデータを基に三菱UFJ国際投信作成 
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大企業は、サイバーセキュリティ専門の部署を設けることが
できる一方、中小企業では専任の担当者が少なく、サイバー
攻撃への備えが十分でない企業が多く存在しています。
そ う い っ た 中 小 企 業 向 け に シ ン プ ル か つ 包 括 的 な
ソリューションを提供するサイバーセキュリティ企業も
あります。

サイバーセキュリティビジネスの
新たなかたち

企業に必要なサイバーセキュリティを
中小企業が独自に備えるのは困難？

・上記企業はそれぞれのサービスに該当する企業の一例をご紹介したものです。そのため、 個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。

IoT
（モノのインターネット化）

サイバーセキュリティ
コンサルティングクラウドサービス

サイバーセキュリティの注目分野

・ソフォス・グループ　　 ・ファイア・アイ
・ベリント・システムズ　 ・フェア・アイザック など

サイバーセキュリティコンサルティングに
関するサイバーセキュリティ企業例

・オクタ　　・アマゾン・ドット・コム
・マイクロソフト など

クラウドサービスに関する
サイバーセキュリティ企業例



組入銘柄のご紹介

・  上記株価は2019年6月末を基準に過去5年間の株価の推移を表示する
ため、2014年6月30日より表示しています。

・  上記株価は2018年3月16日上場のため、株価の取得が可能な2018年
3月16日からの株価の推移を表示しています。

下記は、2019年６月末時点における当ファンドの組入上位銘柄をご紹介 したものです。したがって、個別銘柄の推奨を
目的とするものではなく、当ファンドにおいて下記銘柄を組み入れる ことを保証するものではありません。

セキュリティサービス企業で、クラウドをベースとしたプラット
フォームを提供しています。
このプラットフォームは、ウェブ・モバイルセキュリティ、脅威対策、
クラウド・アプリケーションの可視化等に対応する、ユーザーや
アプリケーションを保護するサービスです。

クラウドベースのセキュリティサービスを提供

ソフトウエア製品の開発、製造、ライセンス供与、販売、サポートに
従事するソフトウエアメーカー。クラウドサービスのセキュリティ
ソリューションに強みがあるため、クラウド需要の拡大に伴う
クラウド業界における認知度の高まりや、規模の大きさを活かした
高い収益性が見込めます。

クラウドのセキュリティソリューションに強み

（期間：2018年3月16日～2019年6月28日）（米ドル）
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・売上高はBloombergによる各企業の会計年度ごと、予想売上高は2019年7月12日時点のBloomberg予想値です。　・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・ 分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、為替・税金・手数料等を考慮しておりません。　・画像はイメージです。
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株価推移
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サイバーセキュリティ株式オープン
（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

下記は、2019年６月末時点における当ファンドの組入上位銘柄をご紹介 したものです。したがって、個別銘柄の推奨を
目的とするものではなく、当ファンドにおいて下記銘柄を組み入れる ことを保証するものではありません。

・売上高はBloombergによる各企業の会計年度ごと、予想売上高は2019年7月12日時点のBloomberg予想値です。　・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・ 分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、為替・税金・手数料等を考慮しておりません。　・画像はイメージです。

インターネット・アプリケーション・ソフトウエア開発会社。IDおよびアクセス管理の分野で大きな変革を起こす可能性が
期待されます。6,000ものアプリケーションを統合したID管理プラットフォームの開発や、6,500超の顧客にネットワーク効果を
提供できるビジネス展開を検討しています。

ID管理サービスを提供する企業

オクタ
（米国）

（期間：2017年4月7日～2019年6月28日）（米ドル）
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・  上記株価は2017年4月7日上場のため、株価の取得が可能な2017年4月7日からの株価の推移を表示しています。
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（出所）Bloomberg、各社HPを基に三菱UFJ国際投信作成

パッケージ化されたコンピューターソフトウエア、クラウドサービス、ITサービス管理プラットフォームの設計、開発、製造を
手掛ける企業向けソフトウエアメーカー。IT、人事、法務、会計、顧客サービスなど企業における様々なプロセス自動化のサポートや、
AI（人工知能）を活用したセキュリティ強化に強み。全米で事業を展開しています。

企業向けソフトウェアをパッケージで提供

（期間：2014年6月30日～2019年6月28日）
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株価推移

・  上記株価は2019年6月末を基準に過去5年間の株価の推移を表示するため、2014年6月30日より表示しています。
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（米国）
サービスナウ

エンタープライズ・ソフトウエア・ソリューションを手掛けています。脅威防止、法規制順守、アーカイブとガバナンス、セキュア・コミュニ
ケーションなどを含む、総合オンデマンドのデータ保護ソリューションからなる製品・サービスを、世界各地で提供しています。コアビジネス
であるＥメールのセキュリティをはじめとした各種セキュリティ関連商品において、さらなるマーケットシェアの拡大が期待されます。

データ保護ソリューションを提供

（期間：2014年6月30日～2019年6月28日）
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・  上記株価は2019年6月末を基準に過去5年間の株価の推移を表示するため、2014年6月30日より表示しています。

（期間：2014年～2021年）（億米ドル）
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ファンドの運用実績・状況 2019年6月28日現在

・基準価額は、１万口当たりで運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。
・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。
・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。
・組入通貨の比率は為替予約等を含めた実質的な比率です。「為替ヘッジあり」の為替ヘッジ相当分は日本円で表示されます。

・四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります。・原則として、比率は純資産総額に対する割合です。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮して おりません。

（期間：2017年7月13日～2019年6月28日）
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　設定来累計 0円

サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）

基準価額および純資産総額の推移 分配金実績（1万口当たり、税引前）

通貨 比率
1 日本円 97.9%

その他 2.1%

組入通貨

（期間：2017年7月13日～2019年6月28日）
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純資産総額（右目盛）

2019/06 0円
2018/06 0円

－ －
－ －
－ －
－ －

　設定来累計 0円

サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし）

基準価額および純資産総額の推移 分配金実績（1万口当たり、税引前）

通貨 比率
1 米ドル 93.1%
2 英ポンド 2.9%
3 日本円 2.9%
4 韓国ウォン 1.1%
5 － －

組入通貨



・資産構成は、REITの組み入れがある場合、REITは株式に含めて表示しています。
・コールローン他は未収・未払項目が含まれるため、マイナスとなる場合があります。
・業種は、GICS（世界産業分類基準）で分類しています。

Morningstar Award“ Fund of the Year 2018” は国内追加型株式投資信託を選考対象として独自の定量分析、定性分析に基づき、2018年において
各部門別に総合的に優秀であるとモーニングスターが判断したものです。国際株式型（グローバル・除く日本） 部門は、2018年12月末において当該部門に
属するファンド926本の中から選考されました。
Morningstar Award“ Fund of the Year 2018”は過去の情報に基づくものであり、将来のパフォーマンスを保証するものではありません。また、モーニング
スターが信頼できると判断したデータにより評価しましたが、その正確性、完全性等について保証するものではありません。著作権等の知的所有権その他
一切の権利はモーニングスター株式会社並びにMorningstar，Inc．に帰属し、許可なく複製、転載、引用することを禁じます。

最新の運用実績は委託会社のホームページ等にてご確認いただけます。

サイバーセキュリティ株式オープン
（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

・四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります。・原則として、比率は純資産総額に対する割合です。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮して おりません。

（組入銘柄数：39）

銘柄 国・地域 通貨 業種 比率
為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

1 ゼットスケーラー アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 8.6% 8.8%
2 マイクロソフト アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 8.3% 8.5%
3 オクタ アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 7.1% 7.2%
4 サービスナウ アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 6.8% 6.9%
5 プルーフポイント アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 4.5% 4.6%
6 アカマイ･テクノロジーズ アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 3.8% 3.9%
7 マイムキャスト アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 3.7% 3.8%
8 ベリサイン アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 3.6% 3.7%
9 シスコシステムズ アメリカ 米ドル テクノロジ・ハードウェア・機器 3.2% 3.3%
10 アリスタ･ネットワークス アメリカ 米ドル テクノロジ・ハードウェア・機器 3.1% 3.2%

組入上位10銘柄

国・地域 比率
為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

1 アメリカ 85.9% 88.0%
2 イギリス 2.8% 2.9%
3 イスラエル 2.5% 2.6%
4 日本 1.3% 1.3%
5 韓国 1.1% 1.1%
6 中国 1.0% 1.0%
7 － － －
8 － － －
9 － － －
10 － － －

組入上位10ヵ国・地域
業種 比率

為替ヘッジあり 為替ヘッジなし
1 ソフトウェア・サービス 78.5% 80.4%
2 テクノロジ・ハードウェア・機器 10.0% 10.2%
3 小売 3.9% 4.0%
4 メディア・娯楽 2.3% 2.4%
5 － － －
6 － － －
7 － － －
8 － － －
9 － － －
10 － － －

組入上位10業種

比率
為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

国内株式 1.3% 1.3%
外国株式 93.4% 95.7%
コールローン他 5.3% 3.0%

資産構成

サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし）

Morningstar Award “Fund of the Year 2018”

優秀ファンド賞 を受賞しました。
※「国際株式型（グローバル・除く日本） 部門」



▪株式等への投資にあたっては、サイバーセキュリティの需要拡大および技術向上の恩恵を享受
すると考えられる企業の株式の中から、持続的な利益成長性、市場優位性、財務健全性、株価水準
等を考慮して組入銘柄を選定します。
▪株式等の組入比率は高位を維持することを基本とします。
＊  当ファンドにおいては、サイバー攻撃に対するセキュリティ技術を有し、これを活用した製品・サービスを提供する

テクノロジー関連の企業等をいいます。
※実際の運用はサイバーセキュリティ株式マザーファンドを通じて行います。

主として日本を含む世界のサイバーセキュリティ関連企業＊の株式に
投資を行います。

・運用の指図に関する権限の委託を受ける者、委託の内容、委託の有無等については、変更する場合があります。

▪アリアンツ・グローバル・インベスターズ・ユーエス・エルエルシーは金融グループである
アリアンツ・グループの一員であり、テクノロジー株式の運用戦略について豊富な経験を有する
資産運用会社です。

株式等の運用にあたっては、アリアンツ・グローバル・インベスターズ・
ユーエス・エルエルシーに運用指図に関する権限を委託します。

▪（為替ヘッジあり）は、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行い、為替変動
リスクの低減をはかります。なお、為替ヘッジが困難な一部の通貨については、当該通貨との
相関等を勘案し、他の通貨による代替ヘッジを行う場合があります。
▪（為替ヘッジなし）は、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いませんので、
為替相場の変動による影響を受けます。

為替ヘッジの有無により、（為替ヘッジあり）、（為替ヘッジなし）が
選択できます。

将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。
（基準価額水準や市況動向等により変更する場合があります。）

▪分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が
少額の場合には、分配を行わないことがあります。

年１回の決算時（６月６日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を
決定します。

特色

2

特色

1

特色

3

特色

4

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

ファンドの特色

日本を含む世界の株式を実質的な主要投資対象とし、主として値上がり益の獲得をめざします。



・上記は銘柄選定の視点を示したものであり、すべてを網羅するものではありません。また、実際にファンドで投資する銘柄の将来の運用成果等を示唆・保証する
ものではありません。上記プロセスは、今後変更されることがあります。

（出所）アリアンツ・グローバル・インベスターズの資料を基に三菱UFJ国際投信作成
・上記はアリアンツ・アセット・マネジメント傘下の全ての企業をご紹介しているわけではありません。

運用指図を委託するアリアンツが考える、
サイバー攻撃に対するセキュリティ技術を
有し、これを活用した製品・サービスを提供
するテクノロジー関連の企業を抽出

持続的な利益成長性、市場優位性、財務健全性、
株価水準等を考慮しポートフォリオを構築

サイバーセキュリティ株式オープン
（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

【日本を含む世界の株式等】

【世界のサイバーセキュリティ関連企業】

ポートフォリオ

運用プロセスのイメージ

アリアンツ・グループのご紹介

アリアンツ・グローバル・インベスターズ・グループ
○約66兆円＊の運用資産
○世界で25拠点を展開
＊使用為替レートは1ユーロ＝124.28円です。
　（2019年3月31日現在）

アリアンツ・グローバル・
インベスターズ・ユーエス・エルエルシー

アリアンツ・グローバル・
インベスターズ

125年以上の歴史を持つ世界最大級の金融グループ

世界有数の
損害保険会社

世界有数の
資産運用会社
アリアンツ・
アセット・
マネジメント

世界有数の
生命保険会社

・各ファンド間でのスイッチングが可能です。
 販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合やスイッチングの取扱いを行わない場合があります。
   スイッチングを行う場合の購入時手数料は、販売会社が定めています。また、スイッチングにより解約をする場合は、解約金の利益に対して税金がかかります。
 くわしくは販売会社にご確認ください。

運用はサイバーセキュリティ株式マザーファンドへの投資を通じて、主として日本を含む世界の金融商品取引所に
上場しているサイバーセキュリティ関連企業の株式へ投資するファミリーファンド方式により運用を行います。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

ファンドの仕組み



為替ヘッジとは：為替の変動による基準価額への影響を低減させる運用手法です。

また、各ファンドの投資リターンのイメージは、以下のようになります。

為替予約取引を活用し為替ヘッジを行うことにより、為替ヘッジをしなかった場合と比較して安定した
値動きが期待されます。ただし、為替ヘッジにより、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。

為替ヘッジありの場合 サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）

為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動による影響を受けます。
為替ヘッジなしの場合 サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし）

・短期金利差は、米国および日本の1ヵ月LIBORを用いて算出しています。
・  為替ヘッジコストは、米ドル円の直物レートと先物（1ヵ月）レートから三菱UFJ国際投信が算出したものであり、サイバーセキュリティ株式オープン（為替

ヘッジあり）にかかる実際の為替ヘッジコストとは異なります。
（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
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・上記は各ファンドの投資リターンのイメージ図であり、ファンドの将来の運用状況・成果等を示唆・保証するものではありません。

▪外貨建資産に投資する場合、投資している有価証券の発行通貨が円に対して強く（円安に）なれば基準価額の
上昇要因となり、弱く（円高に）なれば基準価額の下落要因となります（為替変動リスク）。
▪為替変動リスクの低減を図るため、為替ヘッジを行った場合、円金利がヘッジ対象通貨の金利より低いとき
には、これらの短期金利差に基づくヘッジコストがかかります。なおヘッジコストは基準価額にマイナスの
影響を与えます。為替市場の状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコストとなる場合があります。

為替ヘッジなしの場合

サイバーセキュリティ株式オープン
（為替ヘッジなし）

株式等への投資による総合収益
（株価等の値動き+配当等収益）

円高による為替差損

円安による為替差益値
動
き
の
幅

為替の値動きによる影響を低減し、
株式等への投資による総合収益のみに着目します。

為替ヘッジありの場合

株式等への投資による総合収益
（株価等の値動き+配当等収益）

値
動
き
の
幅

サイバーセキュリティ株式オープン
（為替ヘッジあり）

投資リターンのイメージ図

米ドル円の短期金利差と為替ヘッジコストの推移 米ドル(対円)の推移

為替ヘッジあり／為替ヘッジなしの選択

・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を
考慮しておりません。



投資リスク

●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用は
ありません。

●収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。
収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合が
あります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

●ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とするマザー
ファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買が生じた場合など
には、ファンドの基準価額に影響する場合があります。

ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立した管理担当部署に
よりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行っています。
また、定期的に開催されるリスク管理に関する会議体等において、それらの状況の報告を行うほか、必要に
応じて改善策を審議しています。
なお、運用委託先で投資リスクに対する管理体制を構築していますが、委託会社においても運用委託先の
投資リスクに対する管理体制や管理状況等をモニタリングしています。

■ その他の留意点

■ リスクの管理体制

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの
運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者の
みなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を
割り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。

信用リスク
株式の発行企業の経営、財務状況が悪化したり、市場において
その懸念が高まった場合には、株式の価格が下落すること、
配当金が減額あるいは支払いが停止されること、倒産等により
その価値がなくなること等があります。

株式を売買しようとする際に、その株式の取引量が十分でない
場合や規制等により取引が制限されている場合には、売買が
成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、ファンドの
売買自体によって市場価格が動き、結果として不利な価格での
取引となる場合があります。

流動性リスク

ファンドは、新興国の株式に投資することがあります。新興国への
投資は、投資対象国におけるクーデターや重大な政治体制の
変更、資産凍結を含む重大な規制の導入、政府のデフォルト等の
発生による影響などを受けることにより、先進国への投資を
行う場合に比べて、価格変動・為替変動・信用・流動性のリスクが
大きくなる可能性があります。

カントリー・リスク■サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）
組入外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を
図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。
なお、為替ヘッジが困難な一部の通貨については、当該通貨との相関
等を勘案し、他の通貨による代替ヘッジを行う場合があります。その
場合、為替ヘッジ効果が得られない可能性や、円と当該通貨との為替
変動の影響を受ける可能性があります。為替ヘッジを行う場合で
円金利がヘッジ対象通貨の金利より低いときには、これらの金利差
相当分のヘッジコストがかかることにご留意ください。ただし、為替市場の
状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコストとなる場合があります。
■サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし）
組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません
ので、為替変動の影響を受けます。

為替変動リスク

■ 基準価額の変動要因

価格変動リスク
株式の価格は、株式市場全体の動向のほか、発行企業の業績や
業績に対する市場の見通しなどの影響を受けて変動します。組入
株式の価格の下落は、基準価額の下落要因となります。

特定のテーマに沿った銘柄に投資するリスク
ファンドは、特定のテーマ（サイバーセキュリティ関連企業の株式）
に沿った銘柄に投資するため、株式市場全体の動きとファンドの
基準価額の動きが大きく異なる場合があります。また、より幅広い
銘柄に分散投資する場合と比べてファンドの基準価額が大きく
変動する場合があります。

◆ GICS（世界産業分類基準）について
Global Industry Classification Standard（“GICS”）は、MSCI Inc.とS＆P（Standard ＆ Poor’s）が開発した業種分類です。GICSに関する
知的財産所有権はMSCI Inc.およびS＆Pに帰属します。

上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。



サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください。

お申込みメモ ファンドの費用

購
入
時

購入単位
販売会社が定める単位
販売会社にご確認ください。
購入価額
購入申込受付日の翌営業日の基準価額
※基準価額は１万口当たりで表示されます。

換金単位
販売会社が定める単位
販売会社にご確認ください。
換金価額
換金申込受付日の翌営業日の基準価額
換金代金
原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社
においてお支払いします。

換
金
時

申込不可日
次に該当する日には、購入・換金はできません。
・ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行の休業日
申込締切時間
原則として、午後３時までに販売会社が受付けたものを当日の申込分とします。
換金制限
ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金のお申込みに制限を
設ける場合があります。
購入・換金申込受付の中止および取消し
金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを
得ない事情（投資対象国・地域における非常事態（金融危機、デフォルト、重大
な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治
体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少等）がある
ときは、購入・換金のお申込みの受付を中止すること、およびすでに受付けた購入・
換金のお申込みの受付を取消すことがあります。また、信託金の限度額に
達しない場合でも、ファンドの運用規模・運用効率等を勘案し、市況動向や
資金流入の動向等に応じて、購入の申込みの受付を中止することがあります。

申
込
に
つ
い
て

信託期間
2022年6月6日まで（2017年7月13日設定）
繰上償還
各ファンドについて、受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合
等には、信託期間を繰上げて償還となることがあります。
決算日
毎年6月6日（休業日の場合は翌営業日）
収益分配
年１回の決算時に分配金額を決定します。（分配金額の決定にあたって
は、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。）
販売会社との契約によっては、収益分配金の再投資が可能です。
課税関係
課税上は、株式投資信託として取扱われます。個人投資者については、収益分配時
の普通分配金ならびに換金時および償還時の譲渡益に対して課税されます。
NISA（少額投資非課税制度）およびジュニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）
の適用対象です。税法が改正された場合等には、変更となることがあります。
スイッチング
各ファンド間でのスイッチングが可能です。販売会社によっては、一部の
ファンドのみの取扱いとなる場合やスイッチングの取扱いを行わない
場合があります。手続・手数料等は、販売会社にご確認ください。なお、
換金時の譲渡益に対して課税されます。

そ
　の
　他

◎お客さまが直接的に負担する費用

◎お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

購
入
時

以下の費用・手数料についてもファンドが負担
します。
・監査法人に支払われるファンドの監査費用
・有価証券等の売買時に取引した証券会社等に

支払われる手数料
・有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管

機関に支払われる費用
・その他信託事務の処理にかかる諸費用 等
※上記の費用・手数料については、売買条件等に

より異なるため、あらかじめ金額または上限額等
を記載することはできません。

ありません。

購入時
手数料

換
金
時

信託財産
留保額

保
有
期
間
中

日々の純資産総額に対して、年率1.870％（税抜 
年率1.700％）をかけた額

運用管理費用
（信託報酬）

その他の費用・
手数料

●本資料は、三菱UFJ国際投信が作成した販売用資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。　●本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。　●本資料は
信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。　●投資信託は、預金等や保険契約とは
異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の
補償の対象ではありません。　●投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

261647-PR

※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、ファンドの
基準価額に反映されます。毎計算期間の６ヵ月終了時、毎決算時または
償還時にファンドから支払われます。

※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により
異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。なお、
ファンドが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に
開示されていますのでご参照ください。

購入価額に対して、上限3.30％（税抜 3.00％）
販売会社が定めます。
くわしくは、販売会社にご確認ください。

本資料に関してご留意いただきたい事項 

委託会社（ファンドの運用の指図等）
三菱UFJ国際投信株式会社

受託会社（ファンドの財産の保管・管理等）
三菱UFJ信託銀行株式会社

販売会社（購入・換金の取扱い等）
販売会社は、上記の三菱UFJ国際投信の照会先でご確認いただけます。

お客さま専用フリーダイヤル 0120-151034
（受付時間／営業日の9：00～17：00）

●ホームページアドレス   https://www.am.mufg.jp/

販売用資料｜2019.12

設定・運用は投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

ご購入の際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

追加型投信／内外／株式

サイバーセキュリティ株式オープン
（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

三菱UFJ国際投信株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号
加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会  

Morningstar Award “Fund of the Year 2018” 
「国際株式型（グローバル・除く日本） 部門」 
優秀ファンド賞 受賞
詳細はP10をご覧ください。

サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし） 

とうほう証券株式会社
金融商品取引業者　東北財務局長（金商）第36号
加入協会：日本証券業協会




